























































































　本稿では、財市場に製品インデックス i ∈ [0,	1] で差別化された消費財のみが存在し、生産要素として技能
インデックス j ∈ [0,	1] により差別化された労働力のみが存在する経済を考える。
2.1.1　家計









Pt（i）Ct（i）di＋Qt	Bt ≤ Bt－1＋Wt（ j）Lt（ j）＋Tt
ここで、Pt（i）は	t 期における（以下、「t 期における」は略す）消費財 i の価格、Ct（i）は消費財 i の消費量、Qt








	 	 	 	 	 	 	 	 （2）
　　	
ここで、（2）式は消費財 i の需要関数を表す。





























































　差別化された消費財 i の市場は独占的競争市場であり、企業は次の生産関数に基づき消費財 i を生産してい
る。
　　Yt（i）＝At Nt（i）
1－α	 	 	 	 	 	 （3）
ここで、Yt（i）は消費財 i の生産量、At はすべての消費財生産で共通の技術水準、1－αは生産量に対する労働
投入量の弾力性（0＜α＜ 1）を表す。また、Nt（i）は労働需要量（時間単位）であり、Nt（i,	j）を企業 i が雇用
する技能 j の労働需要、εw を各技能の間の代替弾力性とすると、	　　　　　　　　　　　　　　　と定義され
る。このとき、労働力全体の平均賃金を　　　　　　　　　　　と定義すると、生産関数の形にかかわらず次
の関係が成立する。






と仮定する。つまり、各企業が t 期に最適価格を設定する確率は 1－θp（θp∈ [0,	1］はすべての企業で共通）
であり、最適価格を設定しないときは一般物価 Pt の変化率に応じて価格を変更すると仮定する
8。このとき、
ある企業 i が t 期に最適価格 P t
＊を設定し、t+k 期（k	≥1）まで価格の再最適化を行わなかった場合、この消費
財における t+k 期の価格 P t＋k|t は、ηを物価変化率に対する弾力性とすると次のように表すことができる。
　　







t＋k|t は t 期に最適価格を設定した後に t+k 期まで価格の再最適化を行わない場合を表す。
　このような価格設定ルールに従うと、t 期には価格を最適化した企業群 S1(t) と、物価インデックスに従って
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ここで、変数 Xt に対して xt	≡ ln（Xt ）と定義しており、またπ
p
t ＝ pt－pt－1 である。
2.2.2　ハイブリッド型ニューケインジアン・フィリップス曲線の導出




ここで、Q t, t＋k は利益の確率的割引率であり、β∈ (0,1)を家計が将来効用を測るときの主観的割引率とすると、	
	　　　　　　　　　　　と定義される。また、Ψ  t (・) は名目総費用関数を表す。
　この最適化問題を解き、一階の条件を整理すると次のようになる。
　　	
ここで、Mp は価格粘着性がない (θp＝ 0) ときの望ましい価格マークアップであり、	　　　　　　と定義され
る。また、 	MCt+k|t は実質限界費用を表し、MCt+k|t　　　　　　　と定義される。この式を経済の定常状態の近
傍で対数線形近似すると、最適価格は以下のように表すことができる。
	 	 	 	 	 	 	 	 　　
（6）




MCt＝	 	 	 	 	 	 	 （7）
ここで、生産関数（3）式より、
	 	 	 	 	 	 	 	 （8）
（7）、（8）式より
　　　






















































































































































































































































cm t＋k|t ＝ cm t＋k	 	 	 	 	 （9）
この式を（6）式に代入した式を操作し、さらに（5）式を用いると、以下のハイブリッド型ニューケインジアン・
フィリップス曲線（NKPC）の式が導出できる。















企業が技能 j を有する労働力に関して t 期に最適賃金 Wt*	(	j ) を設定する確率は 1－θw , t（θw , t	∈ [0,	1］はす
べての企業で共通）であり、最適賃金を設定しないときは、前期の賃金水準に据え置くと仮定する10。ここで、
最適賃金とは、労働供給を前提としたときに家計の将来にわたる期待効用の現在価値の和を最大にする賃金を
いう。このとき、Wt の定義より、2.2.1 項と同様のプロセスを踏まえると、t 期の平均賃金は次の遷移式に従
う。
　　Wt ＝θw,t Wt＋（1－θw, t ）Wt*	 	 	 	 	 （11）
2.3.2　賃金変化率の遷移式の導出









































































        





































ここで注意すべきは、企業が t 期に最適賃金を設定するときに Et [θw,t ＋ k]	＝θw,t を想定していると仮定してい
る点である。つまり、（12）式においてθw,t は確率変数ではなく、最適賃金を設定する時点で確定している変
数となる。その意味で、θw,t は時間とともに変化する時変係数と解釈される。また、最適賃金の設定が考えら
れているのは技能 j を有する労働力のみであるから、下付き文字 t＋k|t は必ず j に対応する。したがって、以





	 	 	 	 	 	 	 	 （13）
ここで、	μw ≡ 1nMw である。
　以下では家計の効用関数を次のように仮定する。








	 	 	 	 	 	 	 	 （14）
また、t 期に最適賃金を設定した企業も賃金を据え置いた企業も含めた企業全体の平均的な賃金マークアップ
を Mw, t で表すと、	　　　Mw, t	MRSt の関係が成立するはずだから、
　　μw,t ≡ 1nMw,t ＝ wt － pt － mrst	 	 	 	 	 （15）
この（15）式を用いて mrst+k を消去した（14）式を（13）式に代入して操作し、（11）式を用いると、次の粘着賃金
モデルに基づく賃金変化率の遷移式が導かれる。
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ここで、	μw, t ＝μw, t －μw である。




　　wt － pt ＝　		t ＋ 1n（1－α）＋at －αnt	 	 	 	 （17）
また、経済が均衡（	yt ＝ ct ）しているとき（3）、（13）、（15）式より
　　μw,t ＝ wt － pt－（σyt ＋ϕ lt）
　　　			＝ wt － pt －σ{	at＋（1－α）nt } －ϕ lt
この式に（17）式を代入して整理すると、
　　μw,t ＝　		t ＋1n（1－α）＋（1－σ）at－ {1－（1－σ）（1－α） }nt －ϕ lt	 　　（18）
　一方、自然産出量が実現する経済状態では雇用の需給が一致し、かつ　		t ＝　		、μw,t ＝μw となるため、（18）
式より
　　μw ＝　		t ＋1n（1－α）＋（1－σ）at－ {1－（1－σ）（1－α） }	lt －ϕ lt	
したがって、　　　　　
　　μw ＝　		t ＋	{1－（1－σ）（1－α） }	（lt －nt ）
ここで、2.1.1 項で述べたように、本稿では需要されなかった労働時間分は失業とみなすから、失業率 ut は
ut	≡ lt － nt と定義される
12。したがって、







	 	 	 	 	 	 	 	 　　（20）





































































( )( ){ }

































( ) ( )






























　ここで、（21）式の意味を解釈しておこう。まず、	 wχ ＞ 0であることから、ut に係る係数は負であり、これ
は失業率の上昇（低下）が賃金変化率の低下（上昇）に結びつくことを意味し、いわゆる古典的なフィリップ
ス曲線の関係をとらえている。さらに、β∈ (0,1)、θw,	t ∈[0,1] より　　　　　　　　　　　　		＜ 0かつ
　　　　　　	　　　　　＞ 0だから、賃金の粘着性（θw,t ）が高まるほど ut に係る係数の絶対値は小さくなり、
この点でも Galí（2011a,	b,	2015）のモデルと整合的である。





























　主論点を考察する前に、θw,t がθw,t ∈ [0,	1］を満たす条件を示しておこう。まず、モデルの（21）式を次の
ように表す。
　　	π wt ＝－ Xwλt
ここで




	 	 	 	 	 	 	 	 （23）
13ただし、	πpt を被説明変数とする式に（21）式を書き換えると、	π
p
















































































































とおくと、f	 (0)=1 ＞ 0、　　　　　　　　　となる。したがって、θw,t の方程式（23）がθw, t ∈ [0,	1］で実数解
をもつ条件は
	 	 	 	 	 	
（24）
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w ＜０）のとき	 　　＜ 0		 	 （27）
















































































































Benigno,	P.	and	L.	A.	Ricci	 (2008)	“The	Inflation-Unemployment	Trade-off	at	Low	Inflation,”	NBER Working 
Paper Series,	No.	13986.





Contracts,”	Journal of Monetary Economics,	46	(2),	pp.	281-313.
－ 29 －
Frey,	 C.	 B.	 and	M.	A.	Osborne	 (2013)	 “The	 Future	 of	 Employment：How	Susceptible	 are	 Jobs	 to	
Computerisation?”	(http://arche.depotoi.re/autoblogs/wwwinternetactunet_8a3fe3331e0ad
　　7327e18d9fe6ec3f0ad04dcea58/media/3722fa7d.The_Future_of_Employment.pdf)
Galí,	J.（2011a）“The	Return	of	the	Wage	Phillips	Curve,”	Journal of the European Economic Association,	9	(3),	
pp.	436-461.
Galí,	J.（2011b）Unemployment Fluctuations and Stabilization Policies: A New Keynesian Perspective,	MIT	
Press.
Galí,	J.（2015）Monetary Policy, Inflation, and the Business Cycle	(2nd	ed.),	Princeton	University	Press.














	 	 	 	 	 	 	 （A1）
この式において右辺の［　］内は次のように変形できる。
	
したがって、本論と同様に　　　　　　　　	を仮定すると、本論で示した条件（24）の下では
　　　　　　　　　　　　　　となるから、（A1）式より　　　　			が示される。
　この結果は、正規・非正規労働といった差別化された労働力間、さらに広義に解釈して、労働力と機械（生
産設備）といった生産要素間における代替弾力性が高まると賃金の粘着性も高まり、賃金の上方硬直性を促し
ているといった推測を理論的に裏付けている。　
14		近年、機械化の進展が雇用に及ぼす影響については研究の蓄積が進んでいるが、それが賃金に及ぼす影響につい
ての研究は筆者の知る限りほとんど見受けられない。雇用に及ぼす影響については、例えば、ブリニョルフソン・マ
カフィー（2013、2015）、フォード（2015a、b）、Frey	and	Osborne（2013）などを参照されたい。
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